
AI Security asilla 販売版 利用規約 

 

AI Security asilla 販売版 利用規約（以下「本規約」という。）は、株式

会社アジラ（以下「当社」という。）が提供する本製品（第２条で定義され 

る。）について本契約（第２条で定義される。）の内容を定めたものである。 

 

第１条(目的) 

本規約は、当社が提供する AI Security asilla（以下「本製品」といい、

第２条で定義される）の利用条件を定め、利用者（第２条で定義される。）

に対し、本製品の利用を許諾するにあたっての権利義務関係その他の条件を

定めることを目的（以下「本目的」という。）とする。 

 

第２条(定義) 

本規約における用語については、本規約で別途定めるほか、以下の各号の

定めによるものとする。 

（１）「本製品」とは、「AI Security asilla」という名称で利用者に対して

提供するオンプレミス型ソフトウェアをいい、具体的には、警備・防犯機

能のほか、当社が実装する各種機能（動線分析、属性分析、人数カウント

等の機能を有するソフトウェア（当社の AIを含む。）、本サーバー（ソ

フトウェアが稼働するサーバーであり、次号で定義される。）、及びその

他附帯するドキュメント類から構成されるもので、サーバー上で機能する

AIによる違和感・危険検知を含む警備・施設管理及びマーケティングサポ

ートシステムのことをいう。 

（２）「本サーバー」とは、本製品のうち本製品のソフトウェアがインストー

ルされたサーバーをいう。 

（３）「利用者」とは、当社が本規約又は本サイトで定める手続に従って、又

は当社指定の代理店を通じて申込手続を行って、本製品を利用する者、及

び、追加利用者（第１０条で定義される。）をいう。 

（４）「本サイト」とは、当社又は当社指定の代理店がインターネット上で運

営する本製品に関する事項を掲載したウェブサイトをいう。 

（５）「本契約」とは、当社と利用者との間で締結する本サーバーの売買契約

及び本製品の利用条件等を定めた利用許諾契約をいう。 

（６）「本規約等」とは、本規約、本契約、及び細則等（第３条第２項で定義

される。）、並びに、法令、行政通達、及び行政機関の定める各種ガイド

ラインをいう。 

（７）「個人情報」とは、個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３０

日法律第５７号、その後の改正を含む。以下「個人情報保護法」とい 

う。）で定義される生存する個人に関する情報をいう。 

 

第３条(適用範囲) 

1 本規約は、本契約の内容を定めるものであり、本製品の利用に関わる一切の

関係に適用されるものとする。



2 当社が本サイトを通じて利用者に告知する本製品に関するお知らせ、利用方

法、注意事項その他一切の説明事項及び細則その他の準則（以下、総称して

「細則等」という。）は、本規約の一部を構成するものとする。なお、細則

等は、当社が別途定める場合を除いて、本サイト上に表示した時点より効力

を生じるものとする。 

3 本契約は、利用者が当社指定の利用申込書に基づき利用申込みを行い、当該

申込みに対し当社が承諾した時、又は利用者が本製品を利用した時のいずれ

か早い時点で成立し、本契約の成立時から利用者及び当社に本規約の効力が

及ぶものとする。なお、利用者が本製品の利用を開始した時点で、本規約の

内容を承諾したものとみなす。 

 

第４条(本製品の内容及び使用) 

1 当社が提供する本製品の内容は、当社が利用者に対し別途交付するサービス

保証（ＳＬＡ）（ https://www.asilla.jp/files/SLA_purchase.pdf ）によ

るものとする。ただし、当該保証書とは別途、取扱説明書を交付した場合

は、当該取扱説明書の内容を優先するものとする。なお、これらが変更され

た場合は、当該変更内容によるものとする。 

2 利用者は、本契約の成立時から、本規約の定める範囲内で、本製品を日本国

内において非独占的に使用することができるものとする。 

 

第５条（サーバーの購入、引渡し及び危険負担） 

1 利用者は、本製品を利用するにあたり申込書において本サーバーの購入の申

込みも併せて行うものとする。 

2 前項に基づき、利用者が当社より、本サーバーを購入した場合、当社は利用

者と協議により定めた日に本サーバーを設置するものとし、当該設置を も

って、当社から利用者に本サーバーが引き渡されたものとする。 

3 利用者は、当社又は当社の指定する第三者が、本サーバーを設置後、当該設

置日の翌日から起算して７日以内（土日祝日に当たる場合は当社の翌営業

日）に、正常に稼働するかを確認のうえ、当社に対し設置完了報告書を提出

するものとする。 

4 本サーバーについて生じた滅失、毀損その他の危険は、第２項に規定する引

渡し前に生じたものは利用者の責めに帰すべき事由がある場合を除き当社の

負担とし、引渡し後に生じたものは当社の責めに帰すべき事由がある場合を

除き利用者の負担とする。 

5 本契約の終了により、利用者と当社間における asilla BIZその他当社の提供

するサービスに関する利用契約（以下「関連契約」という。）に基づく サー

ビスの全部又は一部の提供ができなくなった場合であっても、本契約の終了

事由が本サーバーの性能又は機能自体に起因するものであった場合を除き、

当社は、利用者に対し、関連契約の債務不履行等の責任を負わず、ま た、利

用者は当社に対し、関連契約に基づく料金の支払い義務を免れないものとす

る。

https://www.asilla.jp/files/SLA_purchase.pdf


 

第６条（本製品の利用開始） 

利用者は、第５条第３項に定める設置完了報告書の提出日（以下「設置完

了報告日」という。）から、本製品を利用することができるものとする。 

 

第７条(検査及び検収) 

1 利用者は、本サーバーの設置日の翌日から起算して７日以内（土日祝日に当

たる場合は当社の翌営業日）に、その種類、品質、又は内容について、本製

品が、当社が別途定める仕様書に合致しているかの検査を行い、合格したも

のを検収する。 

2 前項の検査の結果、本製品に種類、品質又は数量に関して、本項に定める仕

様書の内容に照らして、本契約の内容に適合しないもの（以下「不適合」と

いう。）があった場合は、利用者は、前項に定める検査期間内に、具体的な

不適合の内容を示して当社に通知するものとする。検査期間を経過しても利

用者から本項に定める通知がない場合、利用者による検収が合格したものと

して完了したものとみなす。 

3 前項による通知を受けた場合、当社は、本製品の不適合の有無を確認の 

上、本製品について不適合があると認められる場合は、利用者と当社の協議

に基づき本製品の補修又は交換に応じるものとする。この場合、利用者は、

当社の要請に従い、当社に対し、引き渡された本製品の返還を含む必要な協

力を行うものとする。また、当社の責に帰すべき事由により生じたと認めら

れる場合であり、かつ利用者に損害が生じた場合には、当社は利用者に直接

かつ現実に発生した損害に限り、賠償するものとする。ただし、当社が支払

う賠償額は第３０条に定める額を上限とするものとする。なお、本項に基づ

く本製品の修補又は交換品の納入後の利用者の不適合の検査についても、前

項及び本項を準用し、以後同様とする。 

 

4 第１項の利用者の検査の結果、不合格となった本製品であっても、利用者の

利用目的に支障のない程度の不適合であると利用者が認めたときは、利用者

及び当社間の協議によりその対価を減額した上、利用者はこれを引き取るこ

とができる。なお、この場合、当該不適合により生じた損害については、利

用者の負担とする。 

 

 

第８条(契約不適合責任) 

1 本製品に、前条に定める検査では発見できない不適合(数量不足を除く。以

下、本条において同じ。)があった場合は、本製品の引渡し後、別途申込書

で定める本製品保証期間内に、不適合の通知及び請求があった場合に限 

り、利用者と当社との協議に基づき本製品の補修又は交換に応じるものとす

る。この場合、本製品の補修又は交換を実施するための経費については利用

者の負担とし、利用者は本製品の返還を含む必要な措置に協力する。当社 

は、本製品の利用者による検収完了後、不適合に関し、本条に定めるほかは



一切責任を負わないものとする。 

2 前項の本製品の不適合が当社の責に帰すべき事由により生じたと認められる

場合であり、かつ利用者に損害が生じた場合には、当社は利用者に直接かつ

現実に発生した損害を賠償するものとする。ただし、当社が支払う賠償金額

は第３０条に定める額を上限とするものとする。 

 

第９条（利用料金） 

利用者は、当社に対し、申込書に記載の利用料金（保守費用及びアップ 

デート費用、並びに本サーバーの売買代金を含む。）を同書に記載の支払期

限までに、当社の指定する金融機関口座に振り込む方法により支払うものと

する。なお、振込手数料は、利用者の負担とする。 

 

第１０条（所有権移転） 

本サーバーの所有権は、利用者が当社に対し、本サーバーの売買全額を支

払うと同時に、当社から利用者に移転するものとする。 

 

第１１条(追加利用者による本製品の利用) 

1 利用者は、自身以外の第三者（以下「追加利用希望者」という。）に本製品

を利用させることを希望する場合、当社に対し、当社が指定したメールアド

レス宛に、追加利用希望者の会社名及び住所等当社が指定する情報を事前に

通知する。また、利用者は、当社が追加利用希望者に関して、当該情報以外

に、別途異なる情報の提供を要望した場合、速やかにすべての情報を提供す

るものとする。 

2 前項の情報をもとに、当社が追加利用希望者による本製品の利用を相当と判

断した場合、当社、利用者及び追加利用希望者は、当社と利用者との間で締

結済みの当事者に追加利用希望者を新たに追加することに関し、当社指定の

書式を用いて当事者の追加に関する契約を締結するものとする（当該契約を

締結した追加利用希望者を「追加利用者」という。）。 

3 追加利用者は、前項の当事者の追加に関する契約を締結時から、本契約の利

用者として、本規約の適用を受け、かつ、同規約を遵守する義務を負うもの

とする。疑義を避けるために付言すれば、追加利用者は、本規約中「利用

者」と規定されている部分について、自らも含む意味に読み替えたうえで適

用を受けるものとする。 

 

第１２条（利用者の表明保証等） 

1 利用者は、本製品の利用に際し、個人情報保護法及び関連法令に基づき、適

法かつ適正に、個人情報を取得・取扱いを行うこと、同法に規定する安全管

理措置を講じること、及び本規約等（個人情報保護法及び関連法令を含 

む。）を遵守することを表明し保証するものとする。 

2 利用者は、本製品の利用に際し、第三者の権利利益（プライバシー権、肖像

権を含む。）を侵害しないこと、又はそのおそれのある行為に及ばないこと

を表明し保証するものとする。



3 利用者は、本製品の機能として当社が提供する撮影された人物の認識及び属

性分析等の正確性について、当社が保証するものではないことを認識し、了

承するものとする。また、防犯カメラやその他本製品の利用に供する装 

置、ソフトウェア、通信網の瑕疵や障害、誤作動により生じた検知漏れや誤

認識についても、当社に故意又は重過失がある場合を除き、当社は一切の責

任を負わないものとする。 

4 当社は、利用者が本製品の利用に関連して個人情報保護法及び関連法令を遵

守するために必要と認める支援を行うものとする。 

5 利用者は、自らのアカウント情報及びパスワードを適切に管理する責任を負

い、第三者に使用させないものとする。 

6 利用者は、追加利用者及び映像データに映る個人に関する情報を取り扱うに

あたり、個人情報保護法及び関連法令、施行令・施行規則、並びに労働関係

法令を遵守することを表明し保証するものとする。また、利用者は、当社が

提案又は実施する個人情報保護やデータガバナンスに関する啓発活動及び自

主的なガイドラインに協力し、これらを遵守するものとする。 

 

第１３条（本製品の変更） 

当社は、本契約に基づく本製品（本サーバーを除く。）の内容を変更する

ことができる。この場合、当社は、利用者に対し、当該変更の予定日より１

か月前までに、当社所定の方法により通知する。ただし、やむを得ない事由

により事前に通知できない場合にはこの限りではない。 

 

第１４条（本製品の保守及びアップデート） 

1 当社は、利用者に対し、本契約の契約期間中、当社が必要と判断した場

合、本製品の保守及びアップデートを行うものとする。 

2 当社は、利用者に対し、前項の保守及びアップデートを行う前日までに、こ

れらの作業の時間帯を通知するものとする。ただし、作業に緊急を要する場

合にはこの限りではない。 

3 前２項に係る保守及びアップデート費用は利用料金に含むものとし、その内

容は、第９条の定めによるものとする。 

4 本条に基づく保守及びアップデートの期間中又はこれらの影響により、本製

品の利用ができない場合でも、利用者は当社に対し利用料金の減額請求その

他一切の責任を追及できないものとする。 

5 前各項にかかわらず、利用者が、本製品に関し、無期限で許諾を受けた場合

における保守及びアップデートについては、当社が別途定める内容によるも

のとする。 

 

第１５条（届出情報の変更・訂正） 

1 利用者は、当社に届け出た情報に変更があった場合、不足があった場合又は

誤りがあった場合には、当社所定の方法により、速やかに、当社宛に正確か

つ最新の情報を提供するものとする。 

2 前項の提供を行わないことにより利用者が被った不利益について、当社は



責任を負わないものとする。 

 

第１６条(権利の帰属・許諾の範囲) 

1 本製品に関する所有権（ただし、本サーバーに関する所有権は第１０条の定

めに従うものとする。）、著作権（著作権法第２７条及び第２８条に規定す

る権利を含む。）、特許権、商標権その他一切の知的財産権及びノウハウ 

（以下「知的財産権等」という。）は、当社又は正当な権限を有する第三者

に帰属する。 

2 当社は利用者に対して、日本国内において、本製品に関し譲渡不能で非独占

的な使用権を無期限で許諾するものとする。ただし、この使用権は、本 サ

ーバーに限り有効とし、本サーバー以外の機器へのインストール又は使用は

できないものとする。なお、疑義を避けるために付言すれば、第１０条に定

める本サーバーの所有権の移転に伴い、本サーバーを除く本製品の全部又は

一部は譲渡の対象とはならない。 

 

第１７条(禁止事項) 

利用者は、以下の各号に定める行為を行ってはならない。 

（１）法令に違反する行為若しくは犯罪行為又はそれらを教唆若しくは幇助す

る行為あるいはこれらの行為につながるおそれのある行為 

（２）当社、本製品の他の利用者又は第三者に対する詐欺又は脅迫行為 

（３）公序良俗に反する行為 

（４）利用者以外の第三者に対し、本製品（本サーバーを除く。）を利用、使

用、転貸又は譲渡する行為（第１１条に定める場合を除く。） 

（５）本製品及び本契約に基づく権利義務を、有償・無償を問わず、第三者に

対し、譲渡し、貸与し、又は担保に供すること若しくは引き受けさせるこ

とを含む処分をする行為 

（６）第三者に対し、自らの利用する本製品から得られた情報を開示又は漏洩

する行為 

（７）知的財産権等の複製、上演、演奏、上映、公衆送信、口述、展示、頒 

布、譲渡、貸与、翻訳、翻案、未公表であるものの公衆への提供若しくは

提示、公衆への提供若しくは提示の際の著作者名の無断表示又は無断非表

示、改変行為 

（８）当社から提供又は知得した情報、本製品の秘密情報などを元に当社の事

前の書面による承諾なく本製品又はこれに類似し若しくは本製品から派生

する製品やサービスを提供する行為 

（９）当社、本製品の他の利用者又は第三者の知的財産権等、肖像権、プライ

バシー、名誉若しくは名誉感情、信用その他の権利若しくは法律上の利益

を侵害する行為 

（１０）当社、本製品の他の利用者又は第三者に不利益又は損害を与え又はそ

のおそれのある行為 

（１１）当社の情報、本製品、本製品の秘密情報、知的財産権等又は知的財産

権等になり得る情報を元に国内外においてリバース・エンジニアリング、



改変、逆コンパイル、逆アセンブルに及ぶ行為若しくはこれらに類似した

行為、又は特許申請行為等その情報に関する相手方の権利又は利益を侵害

する行為 

（１２）コンピューター・ウィルスその他の有害なコンピューター・プログラ

ムを含む情報を本製品に入力、登録、提供、拡散する行為 

（１３）本製品の提供に必要なネットワーク、システム等に過度な負荷をかけ

る行為その他本製品の正常な運営を妨げる行為又はそのおそれのある行為 

（１４）本製品又は当社が提供する本製品以外のサービスの正常な運営を妨げ

る行為又はそのおそれのある行為 

（１５）本製品又は当社が提供する本製品以外のサービスの社会的な信用、信

頼、評判等を毀損する行為又はそのおそれのある行為 

（１６）本製品のネットワーク又はシステム等に不正にアクセスし又はこれを

試みる行為 

（１７）本製品を通じて本製品の他の利用者又は第三者に対し自ら又は第三者

の商品、サービスその他の事項に関する宣伝、広告、勧誘、営業活動をす

る行為又はこれらに準じる行為 

（１８）本製品を通じて反社会的勢力等（第２９条で定義される。）に利益を

供与することその他反社会的勢力等と不適切な関わり合いを持つ行為 

（１９）前各号の行為を直接又は間接に惹起し又はこれを容易にする行為 

（２０）その他当社が不適切と判断する行為 

 

第１８条（施設内等での掲示） 

1 当社は、利用者が本製品を設置する施設（以下「本施設」という。）内にお

ける個人情報の利用目的等の周知を目的とする掲示物、及び利用者のホーム

ページ等における当該利用目的の周知に関する告知内容を決定できるものと

する。 

2 利用者は、法令等に即して、又は、当社から前項の掲示物の掲示要請、若し

くは利用者のホームページ等における告知要請を受けた場合、これらの要請

内容に即して、本施設内の本製品の対象となる人物が容易に視認できる場

所、又は、利用者のホームページ等に、前項の掲示物及び告知内容を掲示・

掲載するものとする。 

3 利用者が、前項に規定する措置を怠ったことにより不利益を被ったとして

も、当社は一切その責任を負わないものとする。 

 

第１９条（利用の制限又は停止） 

1 当社は、利用者が以下の各号のいずれかに該当する場合は、利用者に何らの

通知をすることなく、本製品の利用を制限又は停止する場合がある。 

(１)利用者が本製品の利用料金の支払いその他の債務について、支払期日を経

過してもなお支払わないとき 

(２) 本規約の規定（第１７条を含む。）に違反したとき 

(３) 関連契約を締結している場合において、これらの契約の規定に違反した

とき



(４)本規約等の違反等により、過去に本契約の解除又は一時停止等の処分を受

けたことがある場合 

(５)申込手続の際の申込書等の記入項目に虚偽の記載、誤記又は記入漏れが

あった場合 

(６)当社の競合会社等、本製品を調査する目的で本契約の締結を行う場合 

(７)利用者の出資者又は役職員が反社会的勢力等である場合 

(８)本製品を提供するために必要なシステム等のメンテナンス、電気通信設備

の保守、工事等、その他本製品を提供するためのシステム、電気通信設備等

の必要なものに障害が発生し又はその可能性を防止するために当社が必要と

認めた場合 

(９)本製品に著しい負荷が与えられることその他の事由により本製品を正常に

提供することが困難であると当社が判断した場合 

(１０)本製品に関するデータの改ざん、ハッキング等により、当社が本製品を

提供し続けることにより利用者又は第三者等に損害が発生するおそれがある

と当社が判断した場合 

(１１)地震、津波、台風、落雷その他の天災地変、戦争、内乱、法令の制定改

廃その他の不可抗力又はこれらに類する事由によりやむを得ないと当社が判

断した場合 

(１２)その他当社が利用者による本製品の利用が不適当と判断した場合 

2 当社は、前項に基づく、本製品の提供の制限、停止又は不停止により利用者

又は第三者が損害を被ったとしても、これらの損害を賠償することを一切保

証しないものとする。 

 

 

第２０条(契約解除及び損害賠償) 

1 当社は、利用者が本規約又は関連契約に違反した場合及びこれらに違反した

と当社が合理的に判断した場合、事前の催告をすることなく、かつ、当社単

独の裁量によって、利用者との間の本契約の全部又は一部を解除することが

できるものとする。疑義を避けるために付言すれば、利用者が複数の場 

合、いずれかの利用者による本規約又は関連契約の違反が全体にとっての違

反を構成するものとし、当該違反により本契約の全部又は一部が解除された

場合、いずれの利用者との関係においても本契約は当社が解除した部分に応

じて終了するものとする。 

2 前項の解除により利用者に損害が生じた場合であっても、当社は、一切賠償

の責任を負わないものとする。 

3 第１項の解除、又は、利用者による本規約の違反により当社に損害が生じた

場合、利用者は当社に対し、当該損害を賠償するものとする。なお、利用者

が複数の場合には、各利用者は当社に対し、連帯して当該損害を賠償する義

務を負うものとする。 

4 第１項の解除を行った場合でも、当社は利用者に対し、当社が利用者から受

領済みの利用料金を、返還する義務を負わないものとする。 

5 利用者は、当社が本規約に違反した場合、当社に対し事前に催告のうえ、



相当期間経過後も是正がない場合、本契約を解除することができるものとす

る。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行が本契約及び取引

上の社会通念に照らして軽微であるとき又は第１４条の違反を理由とすると

きは、この限りでない。 

 

第２１条（遅延損害金） 

利用者が本契約に基づく金銭債務の支払いを遅延したときは、当社に対

し、支払期日の翌日から支払済みに至るまで、年１４.６％（年３６５日日

割計算）の割合による遅延損害金を支払うものとする。 

 

第２２条（期限の利益の喪失） 

利用者は、第２９条第４項で定めるほか、以下の各号のいずれかに該当す

る事由が発生した場合には、本契約に基づく一切の債務について当然に期限

の利益を失い、当社に対して直ちに当該債務を弁済しなければならない。 

（１）利用者が本契約に基づく当社に対する債務の弁済期を徒過した場合 

（２）利用者が本契約のいずれかの規定に違反した場合 

（３）利用者が支払不能若しくは支払停止の状態に陥ったとき、又は手形若し

くは小切手が不渡りとなったとき 

（４）利用者の財産につき、仮差押え、仮処分、強制執行又は公租公課の滞納

処分があったとき 

（５）利用者について破産手続開始、再生手続開始、更生手続開始、特別清算

開始その他の倒産手続開始の申立てがあったとき 

 

第２３条（中途解約の禁止等） 

利用者は、本契約の契約期間の途中で、本契約を解約できないものとする。 

 

 

第２４条（契約期間） 

1 本契約の契約期間は、申込書の記載に従うものとする。ただし、本サー バ

ーの売買を除く本製品の利用許諾及び保守に関する最短の契約期間は１２か

月とし、申込書に記載の契約期間が１２か月未満であった場合、１２か月に

置き換えられたうえで本契約が成立するものとする。 

2 本契約の契約期間満了の１か月前までに、当社あるいは利用者のいずれから

も本契約終了の意思表示をしないときは、本契約は同内容でさらに前項の契

約期間と同様の期間で更新されるものとし、以後も同様とする。 

 

第２５条(秘密保持) 

1 当社及び利用者は、事前に相手方の書面による同意を得た場合を除き、情報

を開示する側（以下「情報開示者」という。）からその開示された情報を受

領する側（以下「情報受領者」という。）に開示された情報、取得した情

報、知り得た相手方の技術上及び営業上の情報（ノウハウを含む。）、並び

に相手方から秘密である旨の指定を受けた情報（以下、総称して「秘密情



報」という。）を、善良なる管理者の注意をもって管理し、第三者に漏洩し

てはならないものとする。ただし、次の各号に掲げるものについては、この

限りではない。 

(１)情報開示者から知得する以前に取得していた情報 

(２)情報開示者から取得する以前に公知であったか、又は情報開示者から知得

した後に自らの責によらずに公知となった情報 

(３)正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を負わず適法に知得した情

報 

(４)開示された秘密情報によらずして独自に開発した情報 

2 前項の定めにかかわらず、当社及び利用者は、秘密情報のうち法令の定めに

基づき又は権限ある官公署からの要求により開示すべき情報を、当該法令の

定めに基づく開示先又は当該官公署に対し開示できるものとする。この場

合、当社及び利用者は、関連法令に反しない限り、当該開示前に開示する旨

を相手方に通知するものとし、開示前に通知を行うことができない場合は、

開示後速やかにこれを行うものとする。 

3 本契約が終了（第２４条第２項に基づき本契約が更新された場合は含まない

ものとする。）した場合、当社及び利用者は、遅滞なく秘密情報、秘密情報

を記載又は包含した書面及び記録媒体等並びにそれらのすべての複製物を情

報開示者に返還し、又は情報開示者の合理的な指示に従って、これらを破棄

又は消去するものとし、その後これらを一切保持しないものとする。破棄又

は消去した場合には、情報受領者は、これらをすべて破棄又は消去した旨を

証する書面を速やかに情報開示者に交付するものとする。なお、秘密情報の

返還、破棄又は消去に関する費用は、情報受領者において負担するものとす

る。 

4 本契約締結以前に、当社と利用者間で、本条の同趣旨又は秘密保持に関する

合意が存在する場合、当該合意と本条の内容が抵触するときは、本条を優先

して適用するものとする。 

 

第２６条（個人情報の取扱い） 

1 当社は、利用者から、個人情報である旨を明示されたうえで開示された情報

については、前条の規定と同様の取扱いをするものとし、その取扱いにおい

て個人情報保護法その他関連法令を遵守する。 

2 当社は、利用者から取得する個人情報を、本目的及び当社のプライバシーポ

リシー（https://jp.asilla.com/privacypolicy）（以下、単に「プライバ

シーポリシー」という。）上で規定する利用目的にのみ利用するものとす

る。 

3 前２項に定めるほか、当社は、プライバシーポリシーに従って、個人データ

の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずることに努めるものとす

る。 

4 利用者は、当社のプライバシーポリシーに従い、当社に提供する個人情報が

取り扱われることに同意し、さらに追加利用者もこれに同意していることを

表明し保証するものとする。

https://jp.asilla.com/privacypolicy


5 当社は、利用者の個人情報の取扱いにより個人が被った損害について、当社

に故意又は重過失がある場合を除き、いかなる責任も負わないものとす 

る。また、万が一、利用者の責に帰すべき事由により、当社が当該個人に対

して損害賠償を行った場合には、その全額を利用者に請求できるものとし、

利用者はこれに応じる義務を負うものとする。 

 

第２７条（Cookie、Webビーコン及び IPアドレス等の取扱い） 

利用者は、当社が利用者による本製品の利用を通じて当社の取得したクッ

キー（Cookie）、Webビーコン及び IPアドレス等の情報を当社のプライバ 

シーポリシー（https://jp.asilla.com/privacypolicy）において定める内

容に基づき利用することを予め同意する。 

 

第２８条（情報の管理等） 

1 当社は、本製品から直接的に得られた人物の顔を含む体の全部又は一部を含

む画像及び映像情報（以下、総称して「元情報」という。）に関し、利用者

からあらかじめ同意が得られた情報を取得する。 

2 当社は、元情報の全部又は一部について、当該情報と照合不可能な形式 

（数字の羅列等）に変換のうえ、当社の運用する AI システム（以下「AI シ

ステム」という。）に学習させ又は活用する場合がある。疑義を避けるため

に付言すれば、元情報は AIシステムに情報として蓄積されない。 

3 前項の場合、当社は、当該学習又は活用により生成された情報（以下「学習

情報」という。）及び元情報のうち特定の個人を識別することができないよ

うにマスキング加工された画像及び映像（以下、学習情報と合わせて「学習

情報等」という。）を、本目的及び当社のプライバシーポリシー

（ https://jp.asilla.com/privacypolicy）上の利用目的の範囲内、かつ、

当社の業務の範囲内で自由に活用することができる。なお、学習情報等は秘

密情報に含まれないものとする。 

4 元情報は、秘密情報に含まれるものとし、破棄等の方法を含め第２５条の取

扱いに従うものとする。 

5 学習情報等については、元情報との照合が不可能な形式に変換されたもの

で、新たな情報であり、そもそもその性質上返還対象となるものでないた 

め、理由の如何を問わず、当社は返還又は破棄等をする義務又は負担を負わ

ない。 

6 当社は、元情報及び学習情報等を善良なる管理者の注意をもって取り扱うも

のとする。 

7 当社は、元情報を、法令に定める保存期間、又は当社の業務上必要と認めら

れる期間、保存するものとする。 

 

第２９条（反社会的勢力等の排除） 

1 当社及び利用者は、現在又は将来にわたって、次に掲げる反社会的勢力のい

ずれにも該当しないことを表明し、これを保証する。 

（１）暴力団

https://jp.asilla.com/privacypolicy
https://jp.asilla.com/privacypolicy


（２）暴力団員 

（３）暴力団準構成員 

（４）暴力団関係企業 

（５）総会屋、社会運動等標ぼうゴロ、政治活動標ぼうゴロ 

（６）その他前各号に準ずるもの 

2 当社及び利用者は、現在又は将来にわたって、前項に掲げる反社会的勢力又

は反社会的勢力と密接な交友関係にある者（以下「反社会的勢力等」とい

う。）と次のいずれかに該当する関係を有しないことを表明し、これを保証

する。 

（１）反社会的勢力等によって、その経営を支配される関係 

（２）反社会的勢力等が、その経営に実質的に関与している関係 

（３）反社会的勢力等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関

係 

（４）その他反社会的勢力等との社会的に非難されるべき関係 

3 当社及び利用者は、自ら又は第三者を利用して次のいずれの行為も行わない

ことを表明し、これを保証する。 

（１）暴力的な要求行為 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為 

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

（４）風説を流布し、偽計又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、業務を妨

害する行為 

（５）その他前各号に準ずる行為 

4 当社は、利用者が前各項の表明及び保証に違反した場合、利用者に対し何ら

催告を必要とすることなく、本契約を解除し、これにより生じた損害の賠償

を請求することができ、かつ利用者は自身が負うあらゆる義務につき期限の

利益を失い、直ちに支払うものとする。また、当社は、これによって本条に

違反した利用者に損害が生じてもこれを賠償ないし補償する義務を負わな

い。 

 

第３０条(損害賠償の制限) 

1 債務不履行責任、不法行為責任、その他法律上の請求原因の如何を問わ 

ず、本製品又は本契約等に関して、当社が利用者に負う損害賠償責任の範囲

は、当社の責に帰すべき事由により又は当社が本契約に違反したことが直接

の原因で利用者に現実に発生した通常損害に限定され、損害賠償の額は以下

の各号に定める額を超えないものとする。なお、当社の責に帰すことができ

ない事由から生じた損害、当社の予見の有無を問わず特別の事情から生じた

損害、弁護士費用、逸失利益について当社は賠償責任を負わないものとす 

る。 

(１)当該事由が生じた月の前月末日から初日算入にて起算して、過去１２か月

間に発生した当該本製品の利用料金の平均月額料金（１か月分) 

(２)前号にかかわらず、当該事由が生じた月の前月末日から初日算入にて起算

して本製品の設置完了報告日までの期間が１か月以上１２か月未満の場合



は、当該期間（１月未満は切り捨て）に発生した当該本製品の利用料金の平

均月額料金（１か月分） 

(３)前各号に該当しない場合は、当該事由が生じた日の前日までの期間に発生

した当該本製品の利用料金の平均日額料金（１日分）に３０を乗じた額 

(４)前各号にかかわらず、本サーバーに起因する第１項に定める責任に関する

場合は、利用者が当社に対し支払った本サーバーの売買代金額 

2 当社が本製品を廃止した場合、当社は利用者に対し、何ら損害賠償責任を負

わないものとする。 

 

第３１条(免責・非保証) 

1 本製品又は本契約等に関して当社が負う責任は、理由の如何を問わず前条の

範囲に限られるものとし、当社は、以下の事由により利用者に発生した損害

については、当社の故意又は重過失による場合を除き、債務不履行責任、不

法行為責任、その他法律上の請求原因の如何を問わず賠償の責任を負わない

ものとする。 

(１)天災地変、騒乱、暴動等の不可抗力による場合 

(２)利用者設備（利用者が利用する施設内の設備を含む。）の障害（損傷の他

停電等による機能の停止等を含む。以下、同じ。）又は本製品用設備までの

インターネット接続サービスの不具合等利用者の接続環境の障害による場合 

(３)本製品用設備等への第三者による不正アクセス又はアタック、通信経路上

での傍受による場合 

(４)本製品用設備のうち、当社の製造に係らないソフトウェア（ＯＳ、ミドル

ウェア、ＤＢＭＳ等）及びデータベースに起因して発生した場合 

(５)本製品用設備のうち、当社の製造に係らないサーバーに起因して発生した

場合 

(６)当社の責に帰すべからざる事由による本製品の搬送途中での紛失等の事故

による場合 

（７）本製品と当社の他の製品（関連契約に基づき当社が利用者に対し提供す

る製品を含む。以下、本条において同じ。）が共通のサーバーを利用してい

ることに起因する障害又はパフォーマンス低下が発生した場合（ただし、当

社の故意又は重過失に起因する場合を除く。） 

(８)その他当社の責に帰すべからざる事由による場合 

2 利用者は、以下の各号に定める内容を理解し、了承した上で本製品を利用す

る。 

（１）本製品がサービス保証（ＳＬＡ）、取扱説明書及びその他細則等に記載

された事項以外の完全性、正確性、有用性、特定の用途への適合性、セ 

キュリティ、非侵害性その他について保証するものでないこと 

（２）本製品は、現状有姿のまま利用者に提供され、当社は、本製品について

何らの明示的・黙示的な保証を行うものではないこと 

（３）本製品に当社に起因しない不具合が生じる場合があること 

（４）当社に起因しない本製品の不具合については、当社は一切その責を免れ

ること



（５）本製品が、その機能により検知する行動等について何らかの成果を保証

したり、又、危険の発生の防止を保証するものでないこと 

（６）当社は、本製品と利用者の保有又は管理する既存のシステムとの正常な

連動及び互換性等について保証するものでないこと 

（７）本製品の設置後に生じた当社に起因しない事情の変更等により、利用者

の既存のシステムの動作等に影響を及ぼすおそれがあること 

（８）本製品が、当社の他の製品と同一のサーバー又はネットワークを共有す

ることにより、当該他の製品の影響を受ける可能性があること 

3 当社は、本製品に不適合がないことを保証するものではない。なお、不適合

が存在することが明らかになった場合は、その修正を試みるものとする。 

4 本製品に関するドキュメント類中のあらゆる記載若しくは表示、又は利用者

との検知技術や検知精度に関する連絡事項は、技術情報を構成するものにす

ぎず、明示的な保証を意味するものではない。 

5 当社は、利用者が本製品を利用することにより利用者と第三者との間で生じ

た紛争等について一切責任を負わないものとする。 

6 利用者の責に帰すべき事由により、本製品の全部又は一部の利用に支障が生

じた場合、当社は利用者に対し、当該支障を理由とする債務不履行責任を負

わない。この場合、本製品の提供の支障を解消するために必要な費用は利用

者の負担とする。 

7 関連契約に起因し、本製品の全部又は一部の利用に支障が生じた場合で あ

っても、当社の責に帰すべき事由による場合を除き、当社は、利用者に対

し、本契約の債務不履行等の責任を負わず、また、利用者は当社に対し、本

契約に基づく料金の支払い義務を免れないものとする。 

 

第３２条（調査） 

当社は、利用者から、本製品と利用者の保有又は管理する既存のシステム

との正常な連動及び互換性等について指摘を受けた場合（本製品の設置時に

おける稼働の不具合等を含む。）又は、本製品が利用者の既存のシステムの

動作等に影響を及ぼすとの指摘を受けた場合、利用者に対し、事前に本製品

及び既存のシステムの状況を調査する旨書面により告知したうえで、当社又

は当社の指定する第三者において当該調査を実施できるものとする。 

 

第３３条(準拠法・管轄裁判所) 

1 本規約及び本契約に関する準拠法は、日本法とする。 

2 本規約及び本契約に関する紛争は東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄

裁判所とする。 

 

第３４条（存続条項） 

本契約が終了した場合、第２５条については、本契約終了後から３年間有

効に存続するものとし、第５条第４項及び第５項、第７条第３項第２文ない

し第５文、第７条第４項第２文、第７条第７項、第８条第１項第２文及び第 

３文、第１１条第３項、第１２条、第１４条第４項、第１５条第２項、第１



６条、第１７条、第１８条第３項、第１９条第２項、第２０条第２項ないし

第４項、第２１条、第２２条、第２６条、第２７条、第２８条、第２９条第 

４項、第３０条ないし本条、並びに第３７条については、本契約終了後も引

き続きその効力を有するものとする。 

 

第３５条(協議解決) 

当社及び利用者は、本規約に定めのない事項又は本規約の解釈に疑義が生

じた場合には、互いに信義誠実の原則に従って協議の上速やかに解決を図る

ものとする。 

 

第３６条（本規約の変更） 

1 当社は、本規約の内容を、利用者に対する事前の予告なく変更することがで

きる。この場合、当社は変更の効力発生時期を明示のうえで、変更後の規約

を本サイトに掲載することによって利用者に通知するものとする。なお、利

用者は、変更の有無及びその内容を知るために、本サイトを定期的に確認す

るものとする。 

2 本規約の変更に異議のある利用者は、前項の効力発生時期又は通知後３０日

後のいずれか遅い日までに書面にて当社に申し出ることにより、本契約を解

約することができる。当該期限までに申し出の無かった場合は、変更後の本

規約に同意したものとみなす。 

 

第３７条（分離可能性） 

本規約のうち、その一部が違法、不当、その他何らかの理由により無効で

あると断定された場合でも、他の部分の有効性には影響を及ぼさないものと

する。



 

【お問合せ先】 

会社名：Asilla Inc, 

株式会社アジラ 

 

法人番号：０１２３０１０１０１２３

企業所在地：東京都町田市 

 

メールアドレス：cs@asilla.jp 

電話番号：+８１-４２-７８５-５０９１ 

 

 

附則 

1 本規約は、２０２５年７月１日に制定、同日に施行される。 

2 本規約は、２０２６年９月１日に一部改正、同日に施行される。 

mailto:cs@asilla.jp

